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報道関係者 各位 

 

令和８年分の扶養親族等申告書の手続きの開始 

 

 

〇日本年金機構がお支払いしている年金に係る「令和 8 年分 公的年金等の受給者の扶

養親族等申告書」（以下「令和 8 年分扶養親族等申告書」といいます。）は、令和 7 年 9

月 4 日（木）から電子申請で提出できます。スマートフォンやパソコンから簡単に提出で

きますので、ぜひご利用ください。 

〇例年お送りしている紙の「令和 8 年分扶養親族等申告書」については、令和 7 年 9 月

10 日（水）から順次、対象のお客様へお送りします。 

〇提出期限はいずれも令和 7 年 10 月 31 日（金）です。 

〇令和 7 年度の税制改正に伴い、年金から所得税が源泉徴収される対象が変更されまし

た。そのため、例年扶養親族等申告書をお送りしていた方であっても、令和 8 年分以

降、扶養親族等申告書をお送りしない場合があります。 

 

 

１．「令和 8 年分扶養親族等申告書」の電子申請サービス 

「令和 8 年分扶養親族等申告書」の電子申請は、令和 7 年 9 月 4 日（木）から受付を開

始します。 

扶養親族等申告書は、マイナポータルから「ねんきんネット」を利用すれば、パソコンやス

マートフォンから簡単に電子申請で提出できます。電子申請なら、24 時間いつでも提出で

きます。さらに扶養親族等申告書を郵送する手間や切手代が不要となります。前年の申告

内容等があらかじめ入力されているため、入力も簡単です。 

 

 

令和７年９月４日 

（照会先） 

特定事業部 

特定事業管理グループ長 川合 隆介 

（電話直通 ０３－６８６１－８１４１） 

経営企画部広報室 

  広報室長   金澤 美保 

（電話直通 ０３－６８９７－８０９２） 
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電子申請の方法について、詳しくは日本年金機構のホームページの「個人の方の

電子申請（扶養親族等申告書）」をご覧ください。提出方法を説明する動画も併せて

掲載しています。 

 

 

２．紙の「令和 8 年分扶養親族等申告書」の送付 

（１）送付時期及び件数 

※ 令和 8年 12月 31日時点の年齢 

 

令和 7 年分までは 65 歳未満は年間 108 万円以上、65 歳以上は年間 158 万円以上の

年金額の方にお送りしていました。令和 7 年度の税制改正に伴い、年金から所得税が源

泉徴収される対象が変更されています。そのため、例年扶養親族等申告書をお送りしてい

た方であっても、令和 8 年分から、扶養親族等申告書をお送りしない場合があります。 

 

なお、前年（令和 7 年）分以前の扶養親族等申告書を電子申請で提出いただいた方

や、事前に「ねんきんネット」で扶養親族等申告書のペーパーレス化登録をしていただいた

方には、紙の扶養親族等申告書は送付されません。令和 7 年 9 月 4 日（木）から、マイナ

ポータルのお知らせや「ねんきんネット」のお知らせメールでご案内を行います。 

 

（２）送付する書類 

送付する書類は、以下の 4 点です。なお、前年（令和 7 年）分の扶養親族等申告書を提

出された方へは「継続用」を、提出していない方へは「新規用」をお送りします。 

① 「令和 8 年分 公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」 

 （継続用は別添 1-1、新規用は別添 1-2） 

② 「大切なお知らせ」 （継続用・新規用共通 別添 2） 

③ 「扶養親族等申告書作成と提出の手引き」【スマートフォン等で提出する場合】 

（継続用は別添 3-1、新規用は別添 3-2）（※） 

※ 旧法老齢年金（昭和 61年 3月 31日以前に受給権が発生した老齢年金）を受給してい

る方（旧公社（JR・JT・NTT）及び農林共済の記録が日本年金機構に移管された旧法

退職年金は除く）は電子申請の対象とならないため、同封していません。 

送付時期 対象のお客様 件数 

令和 7 年 9 月 10 日～ 

令和 7 年 9 月 30 日 

年金額が、以下の金額である老齢年金・

退職年金の受給者 

65 歳未満（※）の方 年間 155 万円以上 

65 歳以上（※）の方 年間 205 万円以上 

約 520 万件 

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/denshi_fuyo.html 
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④ 「扶養親族等申告書作成と提出の手引き」【紙の申告書を提出する場合】 

（継続用は別添 4-1、新規用は別添 4-2） 

 

（３）扶養親族等申告書の提出方法 

紙の扶養親族等申告書の提出方法については、２（２）④の「扶養親族等申告書作成と

提出の手引き」【紙の申告書を提出する場合】と日本年金機構のホームページの「『令和 8

年分 公的年金等の受給者の扶養親族等申告書』の紙の提出方法」をご覧ください。提出

方法を説明する動画も併せて掲載しています。 

電子申請で提出する方は、日本年金機構からお送りする紙の扶養親族等申告書の提

出は必要ありません。 

 

３．提出に当たっての留意事項 

 日本年金機構から扶養親族等申告書が送付された方であっても、以下の全てに該当さ

れる方は、所得税等の各種控除に該当しないため、提出する必要はありません。 

・ご本人が障害者またはひとり親（寡婦）に該当しない。 

・控除対象となる配偶者または親族（※1）を扶養していない。 

・退職手当を受ける見込みの配偶者または親族（※2）を扶養していない。 

※１ 年間所得見積額が配偶者は 95万円以下、配偶者以外の親族は 58万円以下（19歳～22

歳の場合は 85万円以下）の方に限ります。 

※２ 退職所得を除いた年間所得見積額が配偶者は 95万円以下、配偶者以外の親族は 58万円

以下（19歳～22 歳の場合は 85万円以下）の方に限ります。 

 

令和 7 年度の税制改正により、所得税の控除対象となる配偶者または配偶者以外の

親族の所得要件が一部変更になっています。詳しくは２（２）②の「大切なお知らせ」や日

本年金機構ホームページをご覧ください。 

 

４．扶養親族等申告書のお問い合わせは日本年金機構ホームページをご覧ください。 

（１）扶養親族等申告書相談チャット 

扶養親族等申告書に関する一般的なお問い合わせに対話形式により自動で、24 時間

いつでも対応できる相談チャットを開設しています。 

 

 

 

 

 

 

https://www.nenkin.go.jp/service/seidozenpan/chatbot.html 
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（２）日本年金機構ホームページ 

日本年金機構ホームページでは、扶養親族等申告書の提出方法の説明動画、提出方

法の詳細や年間所得の計算方法、Q&A などがご覧いただけます。 

 

 

（３）扶養親族等申告書お問い合せダイヤル 

（１）および（２）で解決できないお問い合わせは、お電話でも承ります。 

 

扶養親族等申告書お問い合わせダイヤル  ０５７０-０８１-２４０ （ナビダイヤル） 

050 から始まる電話でおかけになる場合は (東京) ０３ー６８３７ー９９３２ 

お問合せ時間：月 曜 日   午前 8:30～午後 7:00 

火～金曜日 午前 8:30～午後 5:15 

第２土曜日 午前 9:30～午後 4:00 

 

※月曜日が祝日の場合は、翌日以降の開所日初日に午後 7:00 までお受けします。 

※土日、祝日（第２土曜日を除く）、12月 29日～1月 3日はご利用いただけません。 

 

以上 

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/denshi_fuyo.html 



配偶者障害
該当なしの場合は記入不要

1.普通
障害

2.特別
障害

提　出　期　限

上記以外の場合

電話番号

氏　名

令和8年分　公的年金等の受給者の扶養親族等申告書

1.夫  2.妻

控除対象となる配偶者

    配偶者の区分
源泉控除対象配偶者または

障害者に該当する同一生計配偶者

氏 名

生年月日

続 柄

５

令和７年１０月３１日

フリガナ

年 月 日

機構
使用欄

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

提出年月日 令和　 　年　 　月　 　日

前年から「変更なし」で申告します。

前年から「変更あり」で申告します。
「作成と提出の手引き」をご覧のうえ、変更がない
箇所も含め、該当項目をご確認ください。

ア

イ

０

受　給　者Ａ

　提出年月日およびⒶ受給者欄にご本人の氏名、電話番号を

　記入し、ご提出ください。他の項目はご記入不要です。

｢手引き｣を参照し、右の欄に年間所得の
見積額をご記入ください（収入がない方
はゼロを記入）。

６

７

国外居住の有無
国内居住の場合は記入不要

1.非居住者

配偶者の所得見積額が58万円
以下かつ70歳以上の場合に該当

退職所得あり

万円

退職所得がある方は、右の欄に〇をした

うえで、上記金額から退職所得を除いた

金額をご記入ください（退職所得がない

方は記入不要です）。

８

配偶者の収入が年金のみで、
下記1、2のどちらかに該当の方は  
右の欄に○をしてください。
１．65歳以上の場合、年金額が
　　168万円以下の方　
２．65歳未満の場合、年金額が

　　118万円以下の方

Ｂ

万円

※扶養親族（16歳未満）の記載は、地方税法第45条の3の3および第317条の3の3の規定による「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」の記載を兼ねています。

2509 1034 001

※令和8年分扶養親族等申告書をスマートフォン等
で電子申請により提出した場合は、本用紙の提出
は不要です。

同居等の区分

配偶者老人区分

 本人障害

 本人所得 年間所得の見積額が900万円を超える
場合は右の欄に○をしてください。

３

１

寡婦等
本人の年間所得見積額
500万円以下

退職所得があり
退職所得を除いた
所得で要件に該当

２

地方税（個人住民税）控除のみ

特定・老人の種別

障 害
 該当なしの
 場合は
 記入不要

続 柄
源泉控除対象親族（16歳以上）
または扶養親族（16歳未満）※

氏 名

氏 名

フリガナ

個人番号

（マイナンバー）

個人番号

（マイナンバー）

　　扶養親族等　（３人目以降は裏面にご記入ください）Ｃ

年 月 日

機構
使用欄

フリガナ

機構
使用欄

国外居住の有無

国内居住の場合は記入不要10

11 12 13

９

1.同居 2.別居

国外居住

生年月日 年間所得の見積額同居等の区分

3 子
4 孫
5 父母祖父母
6 兄弟姉妹
7 その他
8 甥姪等
9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母
6 兄弟姉妹
7 その他
8 甥姪等
9 三親等以内

年 月 日

19歳～22歳は85万円、それ以外は58万円
を超える場合、控除額計算の対象外です。

下記    ～    は該当なしの場合は記入不要です。１ ３

機構
使用欄

４

1.寡婦
（子がいない女性の方）

2.ひとり親
（子がいる方）

5.ひとり親4.寡婦

1.普通障害 2.特別障害

1.明 3.大 5.昭 7.平

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

1．特定　 2．老人

1．特定　 2．老人

1.普通
障害

2.特別
障害

1.普通
障害

2.特別
障害

1.同居 2.別居

国外居住

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
以上送金

退職所得

がある方

退職所得

がある方

58万円以下

58万円超～85万円以下

85万円超

58万円以下

58万円超～85万円以下

85万円超

退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円以下

1.同居 2.別居

2.老人

退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円以下

【別添１-１】（継続用）
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（年金の支払者）　官署支出官　厚生労働省年金局事業企画課長

                                    法人番号　6000012070001

個人番号（マイナンバー）について

・番号が確認できる書類の添付は必要ありません。

・記入がない場合でも、記入がないことだけを理由　　　
に申告書を不受理とすることはありません。

・記入すると、翌年以降は記入が不要になります。

　　扶養親族等 （ 続 き ）　

摘要

14

　　摘　要　欄Ｄ

特定・老人の種別
続 柄

氏 名

氏 名

フリガナ

個人番号

（マイナンバー）

個人番号

（マイナンバー）

Ｃ

機構
使用欄

フリガナ

機構
使用欄

国外居住の有無

国内居住の場合は記入不要

12

氏 名

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

機構
使用欄

氏 名

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

機構
使用欄

氏 名

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

機構
使用欄

氏 名

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

障 害
 該当なしの
 場合は
 記入不要

11

裏 面

機構
使用欄

源泉控除対象親族（16歳以上）
または扶養親族（16歳未満）※

９

※扶養親族（16歳未満）の記載は、地方税法第45条の3の3 
   および第317条の3の3の規定による「公的年金等の受給者   
   の扶養親族等申告書」の記載を兼ねています。

10

同居等の区分生年月日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

3 子
4 孫
5 父母祖父母
6 兄弟姉妹
7 その他
8 甥姪等
9 三親等以内
3 子
4 孫
5 父母祖父母
6 兄弟姉妹
7 その他
8 甥姪等
9 三親等以内
3 子
4 孫
5 父母祖父母
6 兄弟姉妹
7 その他
8 甥姪等
9 三親等以内
3 子
4 孫
5 父母祖父母
6 兄弟姉妹
7 その他
8 甥姪等
9 三親等以内
3 子
4 孫
5 父母祖父母
6 兄弟姉妹
7 その他
8 甥姪等
9 三親等以内
3 子
4 孫
5 父母祖父母
6 兄弟姉妹
7 その他
8 甥姪等
9 三親等以内

年間所得の見積額

13

58万円以下

58万円超～85万円以下

85万円超

19歳～22歳は85万円、それ以外は58万円
を超える場合、控除額計算の対象外です。

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

国外居住

国外居住

国外居住

国外居住

国外居住

国外居住

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

58万円以下

58万円超～85万円以下

85万円超

58万円以下

58万円超～85万円以下

85万円超

58万円以下

58万円超～85万円以下

85万円超

58万円以下

58万円超～85万円以下

85万円超

58万円以下

58万円超～85万円以下

85万円超

退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円以下

【別添１-１】（継続用）
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提　出　期　限

上記以外の場合

電話番号

氏　名

令和8年分　公的年金等の受給者の扶養親族等申告書

1.夫 2.妻

控除対象となる配偶者

     配偶者の区分
源泉控除対象配偶者または

障害者に該当する同一生計配偶者

氏 名

生年月日

続 柄

1.明

５

令和７年１０月３１日

フリガナ

年 月 日

機構
使用欄

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

3.大 5.昭 7.平

提出年月日 令和　 　年　 　月　 　日

受　給　者Ａ

｢手引き｣を参照し、右の欄に年間所得の
見積額をご記入ください（収入がない方
はゼロを記入）。

配偶者障害
該当なしの場合は記入不要

６

７

国外居住の有無
国内居住の場合は記入不要

1.非居住者

配偶者の所得見積額が58万円
以下かつ70歳以上の場合に該当

2.老人
退職所得あり

万円

退職所得がある方は、右の欄に〇をした

うえで、上記金額から退職所得を除いた

金額をご記入ください（退職所得がない

方は記入不要です）。

1.普通
障害

2.特別
障害

配偶者の収入が年金のみで、
下記1、2のどちらかに該当の方は  
右の欄に○をしてください。
１．65歳以上の場合、年金額が
　　168万円以下の方　
２．65歳未満の場合、年金額が

　　118万円以下の方

Ｂ

万円

※扶養親族（16歳未満）の記載は、地方税法第45条の3の3および第317条の3の3の規定による「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」の記載を兼ねています。

2509 1034 002

※令和8年分扶養親族等申告書をスマートフォン等
で電子申請により提出した場合は、本用紙の提出
は不要です。

同居等の区分

配偶者老人区分

下記    ～    は該当なしの場合は記入不要です。１ ３

 本人障害

 本人所得 年間所得の見積額が900万円を超える
場合は右の欄に○をしてください。

３

1.寡婦
（子がいない女性の方）

2.ひとり親
（子がいる方）

１

5.ひとり親4.寡婦

寡婦等
本人の年間所得見積額
500万円以下

退職所得があり
退職所得を除いた
所得で要件に該当

1.普通障害 2.特別障害

２

地方税（個人住民税）控除のみ

特定・老人の種別

1．特定　 2．老人

障 害
 該当なしの
 場合は
 記入不要

続 柄
源泉控除対象親族（16歳以上）
または扶養親族（16歳未満）※

氏 名

氏 名

フリガナ

個人番号

（マイナンバー）

個人番号

（マイナンバー）

　　扶養親族等　（３人目以降は裏面にご記入ください）Ｃ

年 月 日

機構
使用欄

フリガナ

機構
使用欄

国外居住の有無

国内居住の場合は記入不要10

11 12 13

1.普通
 障害

2.特別
 障害

９
生年月日 年間所得の見積額

3.大 5.昭

7.平 9.令

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
以上送金

同居等の区分

3 子
4 孫
5 父母祖父母
6 兄弟姉妹
7 その他
8 甥姪等
9 三親等以内
3 子
4 孫
5 父母祖父母
6 兄弟姉妹
7 その他
8 甥姪等
9 三親等以内

年 月 日

機構
使用欄

退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

退職所得

がある方

19歳～22歳は85万円、それ以外は58万円
を超える場合、控除額計算の対象外です。

８

４

1.明

1.同居 2.別居

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

1．特定　 2．老人

1.普通
 障害

2.特別
 障害

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

国外居住

国外居住

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
以上送金

退職所得

がある方

58万円以下

58万円超～85万円以下

85万円超

58万円以下

58万円超～85万円以下

85万円超

退職所得を除いた金額が
58万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円以下

【別添１-２】（新規用）
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（年金の支払者）　官署支出官　厚生労働省年金局事業企画課長 　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人番号　6000012070001

個人番号（マイナンバー）について

・番号が確認できる書類の添付は必要ありません。

・記入がない場合でも、記入がないことだけを理由　　　
に申告書を不受理とすることはありません。

・記入すると、翌年以降は記入が不要になります。

　　扶養親族等 （ 続 き ）　

摘要

14

　　摘　要　欄Ｄ

特定・老人の種別
続 柄

氏 名

氏 名

フリガナ

個人番号

（マイナンバー）

個人番号

（マイナンバー）

Ｃ

機構
使用欄

フリガナ

機構
使用欄

国外居住の有無

国内居住の場合は記入不要

12

氏 名

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

機構
使用欄

氏 名

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

機構
使用欄

氏 名

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

機構
使用欄

氏 名

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

障 害
 該当なしの
 場合は
 記入不要

11

裏 面

機構
使用欄

源泉控除対象親族（16歳以上）
または扶養親族（16歳未満）※

９

※扶養親族（16歳未満）の記載は、地方税法第45条の3の3 
   および第317条の3の3の規定による「公的年金等の受給者   
   の扶養親族等申告書」の記載を兼ねています。

10

同居等の区分生年月日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

3 子
4 孫
5 父母祖父母
6 兄弟姉妹
7 その他
8 甥姪等
9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母
6 兄弟姉妹
7 その他
8 甥姪等
9 三親等以内
3 子
4 孫
5 父母祖父母
6 兄弟姉妹
7 その他
8 甥姪等
9 三親等以内
3 子
4 孫
5 父母祖父母
6 兄弟姉妹
7 その他
8 甥姪等
9 三親等以内
3 子
4 孫
5 父母祖父母
6 兄弟姉妹
7 その他
8 甥姪等
9 三親等以内
3 子
4 孫
5 父母祖父母
6 兄弟姉妹
7 その他
8 甥姪等
9 三親等以内

年間所得の見積額

13

19歳～22歳は85万円、それ以外は58万円
を超える場合、控除額計算の対象外です。

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

国外居住

国外居住

国外居住

国外居住

国外居住

国外居住

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

58万円以下

58万円超～85万円以下

85万円超

58万円以下

58万円超～85万円以下

85万円超

58万円以下

58万円超～85万円以下

85万円超

58万円以下

58万円超～85万円以下

85万円超

58万円以下

58万円超～85万円以下

85万円超

58万円以下

58万円超～85万円以下

85万円超

退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円以下

【別添１-２】（新規用）
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※１ 障害者、寡婦・ひとり親の要件については、4ページをご覧ください。

※２ 退職所得を除いた年間所得見積額が配偶者は95万円以下、配偶者以外の親族は58万円以下（19歳～22歳

該当しない

いない

いない

提出すると、受給している老齢

年金から徴収される所得税や

翌年の個人住民税で該当する

控除が受けられます。

該当
する

（※3）

同封の「作成と提出の手引き」を

提出が必要

いる

提出が不要

(1)ご本人が障害者または

寡婦・ひとり親（※１）に該当しますか？

いる

※前年申告からの変更がない

場合も、該当する控除を受け

るには、毎年提出が必要です。

１

電子申請なら提出に必要な切手代がかかりません。ぜひご利用ください。

提出すると老齢年金から徴収される所得税等で該当する控除が受けられます。

以下の図で提出が必要かご判断ください。

同封の「作成と提出の手引き」

をご覧いただき、申告書を

ご提出ください。

・配偶者

・19歳～22歳の親族 ：年間所得見積額が85万円以下の方

・19歳～22歳以外の親族 ：年間所得見積額が58万円以下の方

(2)控除対象となる

スマートフォン等による電子申請をご検討ください。

控除対象となる方の所得上限が引き上げられました。

配偶者または親族が新たに控除対象となる場合があります。

上記の条件に該当する配偶者または親族を扶養しているか、

改めてご確認ください。

税制改正内容の詳細は２ページをご覧ください。

確認のポイント!

最初にご覧ください

(3)扶養している配偶者または親族に

退職手当を受ける見込みの方（※2）がいますか？

お問合せ先は４ページを参照※３ 提出不要の方も、提出が必要な方と同様に、基礎控除は受ける

大切なお知らせ

配偶者または親族を扶養していますか？

：年間所得見積額が95万円以下の方

ご覧いただく必要はありません。 ●

電子申請が可能な方には電子申請の案内を同封しています。

電子申請を利用しない方は同封の紙の申告書を提出してください。

●

は85万円以下）の方に限ります。

ことができ、所得税の税率は5.105％です。

【別添２】
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２

※１ 配偶者が70歳以上または障害者の場合であっても、控除額の加算はありません。

※２ 配偶者が障害者でない場合には、控除の対象外です。

※３ 上記以外の場合でも、本人所得が1,000万円以下、配偶者所得が133万円以下の場合には、確定申告を行うことで、

＜改正後 配偶者控除等（源泉徴収時）の要件＞
配偶者所得

58万円以下
58万円超～

95万円以下
95万円超

本
人
所
得

900万円以下
配偶者控除 （70歳以上の場合は控除額の加算あり）

障害者控除

配偶者特別控除

（※１）

900万円超 障害者控除 （※２） 控除対象外（※３）

１．控除対象となる配偶者の要件

控除対象となる配偶者の所得の要件が一部変更となりました。

受給者本人と生計を一にする配偶者（法律婚に限る）で、年間所得の見積額が以下に該当する方が対象です。

配偶者の収入が「年金のみで65歳以上の場合168万円以下、または65歳未満の場合118万円以下の年金額」の場合は

配偶者の所得は「58万円以下」に該当します。

２．扶養親族の要件

扶養親族の所得の要件が年間所得の見積額「48万円以下」から「58万円以下」に引き上げられました。

扶養親族とは受給者本人と生計を一にする配偶者以外の親族で、年間所得の見積額が58万円以下の方です。

３．19歳～22歳の配偶者以外の親族の要件

＜改正前 配偶者控除等（源泉徴収時）の要件＞
配偶者所得

48万円以下
48万円超～

95万円以下
95万円超

本
人

所
得

900万円以下 配偶者控除（70歳以上の場合は控除額の加算あり）、障害者控除 配偶者特別控除（※１）

900万円超 障害者控除（※2） 控除対象外（※３）

＜扶養親族等申告書に記載する配偶者以外の親族の範囲＞

特定親族
（※1）

扶養親族
（16歳未満）

（※2）

控除対象
扶養親族
（16歳以上）

特定
扶養親族

控除対象
扶養親族
（※3）

老人
扶養親族

申告書に記載する親族

16歳 19歳 23歳 70歳

58万円

85万円

123万円

親族の年齢

親族の年間所得見積額

受給者本人と生計を一にする年齢19歳～22歳（※１）の親族（配偶者を除きます）で、年間所得の見積額が「58万円超

税制改正の内容

配偶者（特別）控除が受けられます。詳しくは、国税庁のホームページをご確認いただくか、お近くの税務署にお問い合わせ

ください。

～85万円以下」（※２）の親族は、「源泉控除対象親族」として、源泉徴収の際に特定親族特別控除を受けることができます。

※１ 平成16年１月２日から平成20年１月１日までに生まれた方

※２ 年間所得の見積額が58万円以下の場合は、上記２の扶養親族に該当します。また、年間所得の見積額が58万円を超える場合は、

障害者に該当しても障害者控除の対象となりません。

※１

※２

※３

所得金額が85万円超123万円以下である方は確定申告を行うことで特定親族特別控除が受けられます。詳しくは、国税庁

受けることができます。

のホームページをご確認いただくか、お近くの税務署にお問い合わせください。

30歳以上70歳未満の国外居住（非居住者）の親族については、別途条件があります。詳しくは日本年金機構ホームページを

ご覧ください。

16歳未満の扶養親族は控除の対象外ですが、障害者に該当する場合は扶養親族等申告書に記載することで障害者控除を

【別添２】
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３

１．収入が公的年金等の場合の計算方法

公的年金等とは、厚生年金保険、国民年金、共済組合、恩給、厚生年金基金、国民年金基金などです。

●公的年金等以外の収入がある場合は、上記で計算した公的年金等の所得の見積額と、その他の収入の所得額を

合算した金額が年間所得の見積額となります（年金額が410万円を超える場合や、公的年金等以外に1,000万円

を超える所得がある場合の計算式は『日本年金機構ホームページ』等をご確認ください）。

●収入が公的年金等のみ、または公的年金等以外の所得が1,000万円以下である場合

の公的年金等控除額

所得の見積額は、収入から控除額等を差し引いたものです。

控除額は所得の種類ごとに計算方法が異なります。複数の収入がある方は、種類ごとの所得の見積額を計算し、その金額を

合計した額が所得金額となります。公的年金、給与以外の所得の計算方法等、詳しくは国税庁のホームページをご確認いた

だくか、お近くの税務署にお問い合わせください。

「年間所得の見積額」の計算方法

年金を受け取る人の
年齢

その年に受け取る年金額（A） 公的年金等控除額

65歳以上

（昭和37年1月1日
以前生まれ）

330万円以下 110万円

330万円超 410万円以下 (Ａ)×25％ ＋ 27万5千円

65歳未満

（昭和37年1月2日
以後生まれ）

130万円以下 60万円

130万円超 410万円以下 (Ａ)×25％ ＋ 27万5千円

２．収入が給与の場合の計算方法

（１）給与所得控除額 給与所得控除額は、下表のように給与の収入金額に応じて異なります。

（２）所得金額調整控除額 下記①または②に該当する場合は、給与所得から「所得金額調整控除額」が控除されます。

① 公的年金等に係る雑所得の金額と給与所得控除後の給与等の金額があり、その合計額が10万円を超える場合

給与の収入金額（Ｂ） 給与所得控除額

190万円以下 65万円

190万円超 360万円以下 （Ｂ）×30％ ＋ 8万円

給与の収入金額（Ｂ） 給与所得控除額

360万円超 660万円以下 （Ｂ）×20％ ＋ 44万円

660万円超 850万円以下 （Ｂ）×10％ ＋ 110万円

850万円超 195万円

② 給与収入が850万円を超え、以下のいずれかに該当する場合

・本人が特別障害者に該当する。

・本人と生計を一にする配偶者（所得額58万円以下に限る）または扶養親族が特別障害者に該当する。

・23歳未満の扶養親族がいる。

※税制改正により、一部変更されました。

※10万円を超える場合は10万円

※1,000万円を超える場合は1,000万円

「受け取る年金額」とは、社会保険料などが控除される前の合計年金額です。障害年金、遺族年金は非課税所得のため、

所得の見積額には含みません。「公的年金等控除額」は年金以外の所得額、年齢、受け取る年金額に応じて異なります。

所得金額調整控除額 ＝ 公的年金等に係る雑所得の金額（※）＋

給与所得控除後の給与等の金額（※）－10万円

所得金額調整控除額 ＝ （給与の収入金額 （※）－ 850万円） × 10％

「その年に受け取る年金額（Ａ）」－「公的年金等控除額」＝「公的年金等にかかる雑所得の金額」

「給与の収入金額（Ｂ）」－「給与所得控除額」－「所得金額調整控除額」＝「給与所得の金額」

【別添２】
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※お問い合わせの際は、基礎年金番号、照会番号、個人番号がわかるものをご用意ください。

※050から始まる電話等ナビダイヤルをご利用いただけない電話でおかけになる場合は

・「ナビダイヤル」は、一般の固定電話からおかけになる場合、全国どこからでも市内通話料金でご利用できます。

携帯電話等、一般固定電話以外からおかけになる場合は、通常の通話料金がかかります。なお、通話料定額プランの対象外です。

・「03-6837-9932」におかけになる場合は、通常の通話料金がかかります。

・「0570」の最初の「0」を省略したり、市外局番を付けたりして間違い電話になるケースが発生しています。おかけ間違いのないようご注意ください。

１.一般的なご照会や、電子申請でエラーが発生したときは『扶養親族等申告書相談チャット』へ

日本年金機構ホームページ等で解決できないご照会はお電話でもうけたまわります。

日本年金機構ホームページでは、扶養親族等申告書に関するよくあるお問い合わせや、電子申請でエラー

となった時の対応方法等のお問い合わせに自動でお答えする相談チャットを開設しています。24時間

いつでも対応していますので、右の二次元コードより是非ご利用ください。 https://www.nenkin.go.jp/service/
seidozenpan/chatbot.html

２.詳しくは 『日本年金機構ホームページ』へ

日本年金機構ホームページには、提出方法の説明動画、扶養親族等申告書の提出方法の詳細や、年間所

得の計算方法等を掲載しています。また、扶養親族等申告書に関するQ＆Aや、お近くの年金事務所の

所在地などもご覧いただけます。 https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/denshi_fuyo.html

受付時間：月曜日※1

火～金曜日 8:30～17:15
※2 第2土曜日以外の土・日・祝日、12/29～1/3はご利用いただけません。

※1 月曜日が祝日の場合は、翌日以降の平日初日に19:00まで受け付けます。

9:30～16:00第2土曜日※2

４

(東京)０３ー６８３７ー９９３２

※「親族関係書類」とは、次の①または②のいずれかの書類で、その非居住者があなたの配偶者または親族であることを証するものをいいます。

国内に住所を有さず、かつ、現在まで引き続いて１年以上国内に居所を有しない方を控除対象として申告する

場合、一定の要件があり、『親族関係書類』（※）を添付して提出することが必要です（電子申請は利用できません）。

詳しくは日本年金機構ホームページをご覧ください。

●「寡婦」・「ひとり親」とは

受給者本人が現在結婚をしていない方、また

は配偶者の生死が明らかでない方で、右図の

条件に該当する方（※１）です。

●「普通障害者」・「特別障害者」とは

所得税法上の障害者は、その障害の程度により、「普通障害者」と「特別障害者」に区分されます（障害年金の等級とは

一致しません）。代表的な例は次のとおりです。その他については電子申請の入力画面から『日本年金機構ホームページ』

をご覧いただくか、年金事務所または税務署にお問い合わせください。

障害の内容 1.普通障害者 2.特別障害者

精神に障害がある方で精神障害者
保健福祉手帳の交付を受けている方

右の等級以外の方
精神障害者保健福祉手帳の
障害の等級が１級の方

身体上の障害がある方で身体障害者手
帳の交付を受けている方

障害の程度が３級から

６級の方
障害の程度が１級または

２級の方

男性 子（※3）がいる
   死別・離婚・生死不明
   婚姻歴なし

ひとり親

子（※3）がいる
   死別・離婚・生死不明
   婚姻歴なし

ひとり親

扶養親族がいない    死別・生死不明 寡婦

子以外の扶養親族がいる 死別・離婚・生死不明 寡婦

配偶者との関係 控除の区分

５００万円以下
（※2）

女性

本人の所得
受給者本人

の性別
扶養親族等の要件

０５７０-０８１-２４０（ナビダイヤル）

その他の用語等の説明（概要）

※1 住民票の続柄欄に「夫（未届）」「妻（未届）」、または

これらと同様の記載がある場合を除きます。

※2 500万円を超える所得がある方は所得税の控除対象になりませんが、退職所得を除くと500万円以下となる場合は、

地方税の控除対象となります。地方税の控除に該当する場合は「退職所得を除くと該当」を選択してください。

※3 他の方と生計を一にする配偶者（所得額58万円以下に限る）、扶養親族になっておらず、受給者本人と生計を一にする所得額

58万円以下の子に限ります（税制改正により、「所得額48万円以下」から「所得額58万円以下」へ引き上げられました）。

子に58万円を超える所得がある場合は所得税の控除対象になりませんが、退職所得を除くと58万円以下となる場合は、地方

税の控除対象となります。地方税の控除に該当する場合は「退職所得を除くと該当」を選択してください。

国外にお住まい（非居住者）の配偶者・親族がいる場合

① 戸籍の附票の写し、その他の国または地方公共団体が発行した書類、およびその配偶者または親族の旅券の写し

なお、これらの書類が外国語で作成されている場合は、日本語での翻訳文が必要になります。

② 外国政府または外国の地方公共団体が発行した書類(その配偶者または親族の氏名、生年月日および住所または居所の記載があるものに限ります)

お問い合わせ先

『扶養親族等申告書お問い合わせダイヤル』

8:30～19:00

【別添２】
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1

◎「大切なお知らせ」で提出が必要となった方がご覧ください。

[令和８年分]【継続】

扶養親族等申告書 作成と提出の手引き

電子申請による提出の流れ

【スマートフォン等で提出する場合】

メリット1

24時間いつでも手続きできます。メリット2

メリット3

① スマートフォンまたはインターネット環境のあるパソコン（※）

※パソコンで手続きするには、マイナンバーカードの読取装置も必要です。

② 年金受給者ご本人のマイナンバーカード

パスワードを未設定またはお忘れの場合は、お住まいの市区町村にお問い合わせください。

初めてねんきんネットを利用する際には、メールアドレスも必要です。

③ マイナンバーカードに設定されたパスワード（※）

※利用者証明用電子証明書パスワード（4桁の数字）と署名用電子証明書パスワード

処理状況や申告内容をスマートフォン等で確認できます。

訂正して再提出もできます。

紙の申告書を郵送する手間も切手代（110円）も不要です。

扶養親族等申告書はスマートフォン等で提出できます！！

※国外にお住まいの配偶者、扶養親族等を申告する場合は、添付書類が必要なため、電子申請の

電子署名を付与（提出完了） 【6～7ページを参照】

マイナポータルとねんきんネットの連携 【2～3ページを参照】

マイナポータルからねんきんネットにログイン 【4～5ページを参照】

扶養親族等申告書に入力 【4～5ページを参照】

提出した扶養親族等申告書の確認方法 【8ページを参照】

事前準備

ステップ１

ステップ２

ステップ３

提出完了

利用はできません。お手数ですが、添付書類とあわせて紙の申告書で提出をお願いします。

作成と提出の手引き【紙の申告書を提出する場合】をご覧ください。

（英数字6桁～16桁）の2種類のパスワードが必要です。

電子申請の際にご用意いただくもの

【別添３-１】
（継続用）
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マイナポータルの利用者登録を行い、ねんきんネットとの連携手続きが必要です（事前に手続き を行っている場合は不要です）。

電子申請の手続きについて、スマートフォンでの操作方法を記載しています。
パソコンで行う場合も操作は同じですが、パソコンの画面イメージをご覧になりた い場合は日本年金機構ホームページをご確認ください。

https://www.nenkin.go.jp/
service/doga/doga_uketori
/fuyo_pc.html#cmszentaik
eizoku

④ マイナンバーカードをスマートフォンに

１．マイナポータルの利用者登録・マイナポータルへのログイン

登録・ログイン

① マイナポータルアプリをダウンロード

② マイナポータルのログイン画面を開き、

を選択。

③ 利用者証明用電子証明書パスワード ⑤ 読み取りが完了したら ログインが完了。

画面の案内に従い利用者登録を行う。読み取り開始

２．マイナポータルとねんきんネットの連携手続き

2 ３

① マイナポータルにログインした状態で、 トップ画面を下

年金

② 「ねんきんネットとの連携」の ④ 連携完了後、最後にメールアドレスを登録し、③ 表示されるねんきんネットの利用規約

※登録したメールアドレスには、翌年分以降の申告書

「年金」の画面が表示されます。
連携が開始されます。

同意して次へ

事前準備の説明動画はこちら。
https://www.nenkin.go.jp/service/doga/doga_uketori/fuyo_smph.html#cmsjizen

⇒ 手続きすべてが完了したら、マイナポータル

・マイナポータルからねんきんネットへ連携が可能な時間帯は、平日8時

↑マイナポータルはこちら
からもログインできます。

連携をはじめる

事前準備

（数字4桁のパスワード）を入力。 かざして を選択。

※パソコンの場合は読取装置にカードをセット

してください。

https://myna.go.jp

から上にスワイプし、「おかね」の中の を選択。 連携をはじめる を選択。 に同意し、 を選択。 登録したメールアドレスに送付される

ワンタイムパスワード認証が完了すると利用

開始となります。

に再度ログインし、4ページのステップ1に
進んでください。

の提出のお知らせメールを送信します。

・上記時間帯以外に操作された場合（処理が完了しない場合を含む）、

から23時までです。

連携処理中の画面が表示されます。
その場合、平日10時以降に再度トップ画面の「年金」から、連携が完了
していることを確認してください。画面下部の「メール通知の設定を
する」から通知の設定を行うと、ねんきんネットとの連携完了をメール
でお知らせします。

マイナポータルとねんきんネットの連携

【別添３-１】（継続用）
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４

① マイナポータルにログインした

年金

② 「年金」画面を下から上にスワイプし、「老齢年金の受給」

「控除を受ける年金」を選択する画面が表示されます。

③ 扶養親族等申告書の提出を行う年金

を選択し、 を選択。

「申告書の作成」画面が表示されます。

作成する

※扶養親族等申告書の提出が可能な年金

⑤-1（前年から変更がない方）

⇒ 他の入力は行わず、画面の下部の

を選択。

⑤-2（前年から変更がある方）

⇒ 変更のある項目を変更、追加入力。

「提出する申告書の内容確認」画面に入力内容（変更した項目は赤字）が表示されます。

申告書の内容確認

申告書の内容確認

申告内容に間違いがなければ、画面下部の を選択。申告書を提出する

④ 前年の申告内容の確認・変更内容の入力

同じ画面の下部に前年の申告内容が表示されます。

申告内容が前年から変更があるか確認し、ステップ２の

⑤-1（前年から変更がない方）、または、⑤-2（前年から

変更がある方）に進みます。

「電子署名の付与」画面が表示されます。

扶養親族等申告書に入力

間違いがある場合は を選択し、入力のページに戻ります。申告内容を修正する

※マイナポータルのログイン方法は

⑥ 申告内容を最終確認。

令和8年分

※各欄の を押すと説明文？

※氏名横の を押すと内容欄

年間所得の計算方法の概要や

用語の説明は同封した「大切な

お知らせ」をご覧ください。
必要項目を入力、変更

５

ステップ1
ステップ１の説明動画はこちら。
https://www.nenkin.go.jp/service/doga/
doga_uketori/fuyo_smph.html#cmsstep1

ステップ2

ステップ2 ステップ２の説明動画はこちら。
https://www.nenkin.go.jp/service/doga/doga_
uketori/fuyo_smph.html#cmsstep2keizoku

４ページの

下段⑤へ

状態で、トップ画面の「おかね」

の中の を選択。

２～３ページの１を参照。

の中の「扶養親族等申告書の作成」を選択。

が複数ある場合は、複数段表示されます。

を選択。

入力が終わったら、画面の下部の

が表示されます。

がポップアップで表示されます。

申告内容を最終確認

＋

を選択。

マイナポータルからねんきんネットにログイン

（続き）扶養親族等申告書に入力

【別添３-１】（継続用）
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６ ７

⑦ 年金受給者ご本人のマイナンバーカードと署名

電子署名を付与する

「パスワード入力」の画面が表示されます。

⑧ 署名用電子証明書パスワード ⑨ 年金受給者ご本人のマイナンバー

を選択。読み取り開始

⑩ 提出完了の画面が表示されれば完了です。

電子申請で提出した後

も紙の申告書の送付を

希望する場合は、マイ

ナポータルの「通知書

のペーパーレス化」か

ら変更できます。

詳しくは日本年金機構

ホームページをご覧く

ださい。

※配偶者や親族等ご本人以外のマイナンバー

提出にあたって、マイナンバーカードを使用して、電子署名を行います。

『マイナポータル操作マニュアル』

https://img.myna.go.jp/manual/sitemap.html

マイナポータルの操作方法等のご照会は 『マイナポータル操作マニュアル』へ

電子申請におけるマイナポータルのログイン等、マイナポータルの操作方法に関する

ご照会は『マイナポータル操作マニュアル』等をご確認ください。

電子申請で不明な点がある場合、詳細は日本年金機構ホームページのQ&A

「エラーが表示されたとき」をご覧ください。

それでも不明な点は「大切なお知らせ」に記載している問い合わせダイヤルへ。

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/denshi_fuyo.html

申告書の受付状況等の確認方法

は８ページを参照。

前回、ねんきんネットを閉じる際に「ログアウト」ボタンを押してから閉じ

ていなかった場合等に表示されます。

画面下部にねんきんネットの画面を開くボタンが表示されますので、そ

の赤いボタンを押してください。操作しようとしていた画面に進めます。

パソコンで電子申請を利用する際には、読取装置とブラウザの「拡張

機能」で「マイナポータルアプリ（AP)」を有効にする必要があります

（右図はMicrosoft Edgeの例）。

ご使用のブラウザで拡張機能を有効にしてから、一度ブラウザを閉じ

て、もう一度最初から実施してください。拡張機能有効化の詳細は、

マイナポータルのQ&Aをご覧ください。

複数画面で操作した場合やシークレットモードで開いた場合等に当該エラー画面が表示されます。

エラー画面が表示された場合は、まず全てのタブを閉じてから、再度マイナポータルのログインから

操作をやりなおしてください。（下図はiOSの例）

それでも解決しない場合は、日本年金機構ホームページ等をご確認ください。

長押し

タブをすべて閉じる

ホーム画面に戻り、
再度マイナポータル

アプリを起動

2ページの1②画面

https://www.nenkin.go.jp/
tokusetsu/denshi_fuyo.html

※パソコンの

場合は読

取装置に

カードを

セットして

ください。

ステップ3 ステップ３の説明動画はこちら。
https://www.nenkin.go.jp/service/doga/doga_
uketori/fuyo_smph.html#cmsstep3

用電子証明書のパスワード（英数字6桁～16桁）

を用意し、 を選択。

（英数字6～16桁のパスワード）

を入力。

カードをスマートフォンにかざして

カードを読み取らせないでください。

電子申請で提出した場合、翌年以降は紙の申告書は送付

せず、マイナポータルのお知らせ（ねんきんネットの

お知らせメール）を送信します。提出期限までに提出が

ない場合は、メールと書面でお知らせを送付します。

電子申請でよくあるご質問

電子署名を付与 （提出完了）

Q１マイナポータルからねんきんネットを開こうとすると、
「ログイン（リセット要求）」が表示されてしまう。

Q２パソコンで「電子署名を付与する」を押すと、「ブラウザ拡張
のインストールが必要です」というメッセージが表示されて
先に進めない。

Q３ねんきんネットの操作中に「ページを表示できません」等と画面表示されてしまう。

【別添３-１】（継続用）
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８

② を選択。

③

④

扶養親族等申告書の受付状況の確認

扶養親族等申告書の提出内容の確認と訂正

電子申請で提出した申告書の処理状況や申告内容はマイナポータルと

ねんきんネットで確認できます（申請直後は表示されていない場合があります。しばらく時間をおいて

を選択すると、詳細が表示されます。

※パソコンの場合は から

を選択。

① ②

・「完了」

① ②

③ ④

① マイナポータルにログインした状態で、

電子申請で提出した申請書の状況が表示されます。

年金

届書を電子申請する

確認する

照会

届書を電子申請する

申告内容を修正し再提出する

やること

届書を申請する

①

操作方法の説明
動画はこちら。
https://www.nenkin.go.jp/ser
vice/doga/doga_uketori/fuyo_
smph.html#cmskakunin

提出完了

トップ画面下部の を選択。

「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」②

マイナポータルにログインした状態で、

・「要再申請」

: 申請書の処理がすべて完了しています。

：

: 申請を受け付けましたが、申請に不備があり、

再申請が必要です。詳細画面から再申請画面に進むことができます。

・「処理中」 受け付けした申請を日本年金機構において内容の確認等処理を行っているところです。「完了」

トップ画面の を選択。

「年金」の画面が表示されます。

画面を下から上にスワイプし、「関連情報」

の中の「ねんきんネットTOP」を選択。

ねんきんネットのトップ画面が表示されます。

「申請済みの届書を確認する」の

を選択。

「申請済みの届書一覧」の確認する扶養

申告内容の詳細が表示されます。

親族等申告書の を選択。

⇒ 修正して再提出する場合は、画面下部の

を選択。

になるまでお待ちください。完了するまでお時間がかかる場合がありますのでご了承ください。

からご確認ください）。

提出した扶養親族等申告書の確認方法
【別添３-１】（継続用）
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1

◎「大切なお知らせ」で提出が必要となった方がご覧ください。

[令和８年分]【新規】

扶養親族等申告書 作成と提出の手引き

電子申請による提出の流れ

【スマートフォン等で提出する場合】

メリット1

24時間いつでも手続きできます。メリット2

メリット3

① スマートフォンまたはインターネット環境のあるパソコン（※）

※パソコンで手続きするには、マイナンバーカードの読取装置も必要です。

② 年金受給者ご本人のマイナンバーカード

パスワードを未設定またはお忘れの場合は、お住まいの市区町村にお問い合わせください。

初めてねんきんネットを利用する際には、メールアドレスも必要です。

③ マイナンバーカードに設定されたパスワード（※）

※利用者証明用電子証明書パスワード（4桁の数字）と署名用電子証明書パスワード

処理状況や申告内容をスマートフォン等で確認できます。

訂正して再提出もできます。

紙の申告書を郵送する手間も切手代（110円）も不要です。

扶養親族等申告書はスマートフォン等で提出できます！！

※国外にお住まいの配偶者、扶養親族等を申告する場合は、添付書類が必要なため、電子申請の

電子署名を付与（提出完了） 【6～7ページを参照】

マイナポータルとねんきんネットの連携 【2～3ページを参照】

マイナポータルからねんきんネットにログイン 【4～5ページを参照】

扶養親族等申告書に入力 【4～5ページを参照】

提出した扶養親族等申告書の確認方法 【8ページを参照】

事前準備

ステップ１

ステップ２

ステップ３

提出完了

利用はできません。お手数ですが、添付書類とあわせて紙の申告書で提出をお願いします。

作成と提出の手引き【紙の申告書を提出する場合】をご覧ください。

（英数字6桁～16桁）の2種類のパスワードが必要です。

電子申請の際にご用意いただくもの

【別添３-２】
（新規用）
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マイナポータルの利用者登録を行い、ねんきんネットとの連携手続きが必要です（事前に手続き を行っている場合は不要です）。

電子申請の手続きについて、スマートフォンでの操作方法を記載しています。
パソコンで行う場合も操作は同じですが、パソコンの画面イメージをご覧になりた い場合は日本年金機構ホームページをご確認ください。

https://www.nenkin.go.jp/
service/doga/doga_uketori
/fuyo_pc.html#cmszentais
hinki

④ マイナンバーカードをスマートフォンに

１．マイナポータルの利用者登録・マイナポータルへのログイン

登録・ログイン

① マイナポータルアプリをダウンロード

② マイナポータルのログイン画面を開き、

を選択。

③ 利用者証明用電子証明書パスワード ⑤ 読み取りが完了したら ログインが完了。

画面の案内に従い利用者登録を行う。読み取り開始

2 ３

① マイナポータルにログインした状態で、 トップ画面を下

年金

② 「ねんきんネットとの連携」の ④ 連携完了後、最後にメールアドレスを登録し、③ 表示されるねんきんネットの利用規約

※登録したメールアドレスには、翌年分以降の申告書

「年金」の画面が表示されます。
連携が開始されます。

同意して次へ

事前準備の説明動画はこちら。
https://www.nenkin.go.jp/service/doga/doga_uketori/fuyo_smph.html#cmsjizen

⇒ 手続きすべてが完了したら、マイナポータル

↑マイナポータルはこちら
からもログインできます。

連携をはじめる

事前準備

（数字4桁のパスワード）を入力。 かざして を選択。

※パソコンの場合は読取装置にカードをセット

してください。

https://myna.go.jp

から上にスワイプし、「おかね」の中の を選択。 連携をはじめる を選択。 に同意し、 を選択。 登録したメールアドレスに送付される

ワンタイムパスワード認証が完了すると利用

開始となります。

に再度ログインし、4ページのステップ1に
進んでください。

の提出のお知らせメールを送信します。

マイナポータルとねんきんネットの連携

２．マイナポータルとねんきんネットの連携手続き

・マイナポータルからねんきんネットへ連携が可能な時間帯は、平日8時

・上記時間帯以外に操作された場合（処理が完了しない場合を含む）、

から23時までです。

連携処理中の画面が表示されます。
その場合、平日10時以降に再度トップ画面の「年金」から、連携が完了
していることを確認してください。画面下部の「メール通知の設定を
する」から通知の設定を行うと、ねんきんネットとの連携完了をメール
でお知らせします。

【別添３-２】（新規用）
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４

① マイナポータルにログインした

年金

② 「年金」画面を下から上にスワイプし、「老齢年金の受給」

「控除を受ける年金」を選択する画面が表示されます。

③ 扶養親族等申告書の提出を行う年金

を選択し、 を選択。作成する

※扶養親族等申告書の提出が可能な年金

申告内容に間違いがなければ、画面下部の を選択。申告書を提出する

「電子署名の付与」画面が表示されます。

扶養親族等申告書に入力

間違いがある場合は を選択し、入力のページに戻ります。申告内容を修正する

※マイナポータルのログイン方法は

⑦ 申告内容を最終確認。

令和8年分

※各欄の を押すと説明文？

※氏名横の を押すと内容欄

年間所得の計算方法の概要や

用語の説明は同封した「大切な

お知らせ」をご覧ください。

５

ステップ１ ステップ１の説明動画はこちら。
https://www.nenkin.go.jp/service/doga/
doga_uketori/fuyo_smph.html#cmsstep1

ステップ2

ステップ2 ステップ２の説明動画はこちら。
https://www.nenkin.go.jp/service/doga/doga_
uketori/fuyo_smph.html#cmsstep2shinki

４ページの

下段⑤へ

状態で、トップ画面の「おかね」

の中の を選択。

２～３ページの１を参照。

の中の「扶養親族等申告書の作成」を選択。

が複数ある場合は、複数段表示されます。

が表示されます。

がポップアップで表示されます。

申告内容を最終確認

＋

マイナポータルからねんきんネットにログイン

（続き）扶養親族等申告書に入力

④ ❶受給者情報欄の必要項目を入力。

ご本人の氏名、生年月日等はあらかじめ入力

されています。

必要項目を入力

※控除対象となる配偶者、扶養親族等がいない

⑤ 控除対象となる配偶者、扶養親族等が

いる場合は、❷配偶者情報欄、

❸扶養親族等情報欄の必要項目を入力。

⑥ 入力が終わったら、画面の下部の

を選択。

「提出する申告書の内容確認」画面

に入力内容が表示されます。

申告書の内容確認

配偶者等がいる場合
に入力

「申告書の作成」画面が表示されます。

場合はステップ２の⑥へ進みます。
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６ ７

⑧ 年金受給者ご本人のマイナンバーカードと署名

電子署名を付与する

「パスワード入力」の画面が表示されます。

⑨ 署名用電子証明書パスワード ⑩ 年金受給者ご本人のマイナンバー

を選択。読み取り開始

⑪ 提出完了の画面が表示されれば完了です。

電子申請で提出した後

も紙の申告書の送付を

希望する場合は、マイ

ナポータルの「通知書

のペーパーレス化」か

ら変更できます。

詳しくは日本年金機構

ホームページをご覧く

ださい。

※配偶者や親族等ご本人以外のマイナンバー

提出にあたって、マイナンバーカードを使用して、電子署名を行います。

『マイナポータル操作マニュアル』

https://img.myna.go.jp/manual/sitemap.html

マイナポータルの操作方法等のご照会は 『マイナポータル操作マニュアル』へ

電子申請におけるマイナポータルのログイン等、マイナポータルの操作方法に関する

ご照会は『マイナポータル操作マニュアル』等をご確認ください。

電子申請で不明な点がある場合、詳細は日本年金機構ホームページのQ&A

「エラーが表示されたとき」をご覧ください。

それでも不明な点は「大切なお知らせ」に記載している問い合わせダイヤルへ。

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/denshi_fuyo.html

申告書の受付状況等の確認方法

は８ページを参照。

Q１

Q２

前回、ねんきんネットを閉じる際に「ログアウト」ボタンを押してから閉じ

ていなかった場合等に表示されます。

画面下部にねんきんネットの画面を開くボタンが表示されますので、そ

の赤いボタンを押してください。操作しようとしていた画面に進めます。

パソコンで電子申請を利用する際には、読取装置とブラウザの「拡張

機能」で「マイナポータルアプリ（AP)」を有効にする必要があります

（右図はMicrosoft Edgeの例）。

ご使用のブラウザで拡張機能を有効にしてから、一度ブラウザを閉じ

て、もう一度最初から実施してください。拡張機能有効化の詳細は、

マイナポータルのQ&Aをご覧ください。

Q３

複数画面で操作した場合やシークレットモードで開いた場合等に当該エラー画面が表示されます。

エラー画面が表示された場合は、まず全てのタブを閉じてから、再度マイナポータルのログインから

操作をやりなおしてください。（下図はiOSの例）

それでも解決しない場合は、日本年金機構ホームページ等をご確認ください。

長押し

タブをすべて閉じる

ホーム画面に戻り、
再度マイナポータル

アプリを起動

2ページの1②画面

https://www.nenkin.go.jp/
tokusetsu/denshi_fuyo.html

※パソコンの

場合は読

取装置に

カードを

セットして

ください。

ステップ3 ステップ３の説明動画はこちら。
https://www.nenkin.go.jp/service/doga/doga_
uketori/fuyo_smph.html#cmsstep3

用電子証明書のパスワード（英数字6桁～16桁）

を用意し、 を選択。

（英数字6～16桁のパスワード）

を入力。

カードをスマートフォンにかざして

カードを読み取らせないでください。

電子申請で提出した場合、翌年以降は紙の申告書は送付

せず、マイナポータルのお知らせ（ねんきんネットの

お知らせメール）を送信します。提出期限までに提出が

ない場合は、メールと書面でお知らせを送付します。

電子申請でよくあるご質問

電子署名を付与 （提出完了）

マイナポータルからねんきんネットを開こうとすると、

パソコンで「電子署名を付与する」を押すと、「ブラウザ拡張

「ログイン（リセット要求）」が表示されてしまう。

のインストールが必要です」というメッセージが表示されて
先に進めない。

ねんきんネットの操作中に「ページを表示できません」等と画面表示されてしまう。
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８

② を選択。

③

④

扶養親族等申告書の受付状況の確認

扶養親族等申告書の提出内容の確認と訂正

電子申請で提出した申告書の処理状況や申告内容はマイナポータルと

ねんきんネットで確認できます（申請直後は表示されていない場合があります。しばらく時間をおいて

を選択すると、詳細が表示されます。

※パソコンの場合は から

を選択。

① ②

・「完了」

① ②

③ ④

① マイナポータルにログインした状態で、

電子申請で提出した申請書の状況が表示されます。

年金

届書を電子申請する

確認する

照会

届書を電子申請する

申告内容を修正し再提出する

やること

届書を申請する

①

操作方法の説明
動画はこちら。
https://www.nenkin.go.jp/ser
vice/doga/doga_uketori/fuyo_
smph.html#cmskakunin

提出完了

トップ画面下部の を選択。

「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」②

マイナポータルにログインした状態で、

・「要再申請」

: 申請書の処理がすべて完了しています。

：

: 申請を受け付けましたが、申請に不備があり、

再申請が必要です。詳細画面から再申請画面に進むことができます。

・「処理中」 受け付けした申請を日本年金機構において内容の確認等処理を行っているところです。「完了」

トップ画面の を選択。

「年金」の画面が表示されます。

画面を下から上にスワイプし、「関連情報」

の中の「ねんきんネットTOP」を選択。

ねんきんネットのトップ画面が表示されます。

「申請済みの届書を確認する」の

を選択。

「申請済みの届書一覧」の確認する扶養

申告内容の詳細が表示されます。

親族等申告書の を選択。

⇒ 修正して再提出する場合は、画面下部の

を選択。

になるまでお待ちください。完了するまでお時間がかかる場合がありますのでご了承ください。

からご確認ください）。

提出した扶養親族等申告書の確認方法
【別添３-２】（新規用）
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1

提出年月日を記入

氏名欄を記入（日中ご連絡のつくお電話番号をご記入ください）

※氏名(フリガナ)、生年月日をご確認ください（押印は不要です）。

※代筆の場合は、申告書裏面 「摘要」欄に代筆した旨

と代筆者氏名をご記入ください。

（受給者）・ （控除対象となる配偶者）・ （扶養親族等） 欄を訂正・追記・抹消
変更がある場合は二重線で訂正・追記・抹消ください。訂正印は不要です（2～4ページを参照）。

記載事項が印刷されていない場合には、追加でご記入ください。

例は赤字で訂正していますが、実際の記入は、黒ボールペン等でご記入ください。

＜訂正の例＞ ＜抹消の例＞

「変更あり」の場合

同封の返信用封筒（※１）に申告書を入れ、切手（※２）を貼って投函

申告書の内容を確認

㋐前年から「変更なし」の場合

⇒「 (変更なし)」に○をしてください。

㋑前年から「変更あり」の場合

⇒「 (変更あり)」に○をしてください。

〇が印刷されている項目を訂正する場合、

印刷されている〇を二重線で抹消してから、

正しい項目に〇をご記入ください。

提出時点での扶養状況、所得の見積と比較

◎「大切なお知らせ」で提出が必要となった方がご覧ください。

[令和８年分]【継続】

扶養親族等申告書 作成と提出の手引き

スマートフォン等で電子申請により申告書を提出した場合は、紙の申告書は提出不要です。

お近くの年金事務所でも受け付けています（年金事務所に申告書をご持参いただいた場合、切手は不要です）。

※１ 返信用封筒の郵便番号は専用の番号を使用しています。送付先住所を記入する必要はありません。

扶養親族等申告書および添付書類以外の届書、お手紙等は同封しないでください。

※２ 法令上、受給者による提出が規定されているため、申告経費である切手代は受給者のご負担でお願いします。

普通郵便で送付する場合に必要な切手代は「110円」です。

「摘要」欄を記入 4ページをご覧ください。

14

ア

提出方法の説明動画
をご用意しました。

https://www.nenkin.go.jp
/service/doga/doga_uketo
ri/fuyo.html#cmsyusokeiz
oku

印刷されている対象者を抹消する場合、氏名（フリガナと漢字の

両方）、生年月日等すべての項目を二重線で抹消してください。

一部のみ抹消していると、確認のため、申告書をお返しする場合

があります。

電子申請を利用できる方は、スマートフォン等による提出が便利です。ぜひご利用ください。

【紙の申告書を提出する場合】（電子申請を利用しない場合）

「変更なし」の場合

　
前年から「変更なし」で申告します。

前年から「変更あり」で申告します。
「作成と提出の手引き」をご覧のうえ、変更がない
箇所も含め、該当項目をご確認ください。

ア

イ

０

　提出年月日およびⒶ受給者欄にご本人の氏名、電話番号を

　記入し、ご提出ください。他の項目はご記入不要です。

イア

イ

Ｄ

ＣＢＡ

電話番号

氏　名

フリガナ

受　給　者Ａ

提出年月日 令和　　年　　月　　日７ 10 6

ネンキン　タロウ

年金　太郎
03-XXXX‐XXXX

昭和　31年　11月　30日

年金　　　　トミコ

ネンキン　　　トミコ 1.明

特定・老人の種別

1．特定　 　2．老人

続 柄

氏 名

フリガナ

個人番号

（マイナンバー）
収録済

年 月 日

機構
使用欄

3.大 5.昭

7.平 9.令

生年月日

* * * * * * * * * * * *

13 8 11

10

源泉控除対象親族（16歳以上）
または扶養親族（16歳未満）※

９

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

年金　　　　トミコ

ネンキン　　　トミコ

続 柄源泉控除対象親族（16歳以上）
または扶養親族（16歳未満）※

氏 名

フリガナ

個人番号

（マイナンバー）
収録済

機構
使用欄

９

* * * * * * * * * * * *

トミエ

トミエ

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

【別添４-１】
（継続用）
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提　出　期　限

上記以外の場合

電話番号

　　　

氏　名

令和8年分　公的年金等の受給者の扶養親族等申告書

 

1.夫                    2.妻

控除対象となる配偶者

　　　　　配偶者の区分
源泉控除対象配偶者または

障害者に該当する同一生計配偶者

氏 名

生年月日

続 柄

1.明

５

令和X年XX月XX日

４

フリガナ

年 月 日

機構
使用欄

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

3.大 5.昭 7.平

　
前年から「変更なし」で申告します。

前年から「変更あり」で申告します。
「作成と提出の手引き」をご覧のうえ、変更がない
箇所も含め、該当項目をご確認ください。

ア

イ

０

受　給　者Ａ

　提出年月日およびⒶ受給者欄にご本人の氏名、電話番号を

　記入し、ご提出ください。他の項目はご記入不要です。

｢手引き｣を参照し、右の欄に年間所得の
見積額をご記入ください（収入がない方
はゼロを記入）。

配偶者障害

該当なしの場合は記入不要

６

７

国外居住の有無
国内居住の場合は記入不要

1.非居住者

配偶者の所得見積額が58万円
以下かつ70歳以上の場合に該当

2.老人
退職所得あり

万円

退職所得がある方は、右の欄に〇をした

うえで、上記金額から退職所得を除いた

金額をご記入ください（退職所得がない

方は記入不要です）。

1.同居 2.別居

1.普通
　 障害

2.特別　
 障害

８

配偶者の収入が年金のみで、
下記1、2のどちらかに該当の方は  
右の欄に○をしてください。
１．65歳以上の場合、年金額が
　　168万円以下の方　
２．65歳未満の場合、年金額が

　　118万円以下の方

Ｂ

万円

※扶養親族（16歳未満）の記載は、地方税法第45条の3の3および第317条の3の3の規定による「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」の記載を兼ねています。

※令和8年分扶養親族等申告書をスマートフォン等　
　 で電子申請により提出した場合は、本用紙の提出　
　 は不要です。

同居等の区分

配偶者老人区分

 

 本人障害 　　 

 本人所得 年間所得の見積額が900万円を超える
場合は右の欄に○をしてください。

３

1.寡婦
 （子がいない女性の方）

2.ひとり親
（子がいる方）

１

5.ひとり親4.寡婦

寡婦等
本人の年間所得見積額
500万円以下

退職所得があり
退職所得を除いた
所得で要件に該当

1.普通障害 2.特別障害

２

地方税（個人住民税）控除のみ

収録済

99999  99999  9999  
99999  99999  99999

特定・老人の種別

1．特定　  　2．老人

障 害
 該当なしの
 場合は
 記入不要

続 柄
源泉控除対象親族（16歳以上）
または扶養親族（16歳未満）※

氏 名

氏 名

フリガナ

 個人番号

（マイナンバー）

個人番号

（マイナンバー）

　　扶養親族等　（３人目以降は裏面にご記入ください）Ｃ

年 月 日

機構
使用欄

フリガナ

機構
使用欄

国外居住の有無

国内居住の場合は記入不要
10

11 12 13

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

９

58万円以下1.同居 2.別居

国外居住

生年月日 年間所得の見積額

1.明 3.大 5.昭

7.平 9.令

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

同居等の区分

収録済

58万円超～85万円以下

85万円超

年 月 日

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

58万円以下1.同居 2.別居

国外居住

1.明 3.大 5.昭

7.平 9.令

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

58万円超～85万円以下

85万円超

1．特定　  　2．老人

下記    ～    は該当なしの場合は記入不要です。１ ３

提出年月日 令和　　年　　月　　日７ 10 6

ネンキン　タロウ

年金　太郎
03-XXXX‐XXXX

昭和　31年　11月　30日

* * * * * * * * * * * *

ネンキン　　　ハナコ

年金　　　　花子

機構
使用欄

32 5 5

未収録

* * * * * * * * * * * *

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

年金　　　一郎

ネンキン　　イチロウ

ネンキン　　　ジロウ

年金　　　　次郎

5 6 11

18 4 9

退職所得を除いた金額が
58万円以下退職所得

がある方 退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円以下退職所得

がある方 退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

19歳～22歳は85万円、それ以外は58万円
を超える場合、控除額計算の対象外です。

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

『令和8年分 公的年金等の受給者の扶養親族等申告書』の記入例

2

表 面

申告書の裏面へ

提出年月日をご記入
ください。

変更なしの場合

に○をしてください。

変更ありの場合

に○をしてください。

(変更ありの場合)

欄から 欄の変更事項を

訂正、追加でご記入ください。

3ページ、4ページを参照

ください。

個人番号（マイナンバー）欄の説明

「収録済」と印刷されている場合 「未収録」と印刷されている場合

⇒記入は不要です。

※前回提出してからマイナンバーの変更がある

場合は、 欄の 「変更あり」に○をしてください。

さらに、申告書裏面 「摘要」欄に該当者の氏名と

変更後のマイナンバーをご記入ください。

⇒ 欄の 「変更あり」に○をして、配偶者、扶養親族等の

マイナンバーをご記入ください。

※マイナンバーが確認できる書類の添付は必要ありません。

※記入がない場合でも、記入のないことだけを理由に申告書を

不受理とすることはありません。

※記入すると、翌年以降は記入が不要になります。

海外にお住まい等の理由で、マイナンバーをお持ちでない方は、

申告書裏面 「摘要」欄に、該当者の氏名および、マイナンバーを

お持ちでない旨とその理由をご記入ください。

受給者欄に氏名をご記入

ください（押印は不要）。

電話番号をご記入ください。

14

14

ア

所得税法の改正に伴い、

控除対象となる所得要件が

変更となっています。

詳しくは「大切なお知らせ」を

ご覧ください。

イ

イ0

0 イ

ＤＡ

【別添４-１】（継続用）
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障害者に該当する場合は、普通障害・特別障害の

いずれかに○をしてください。

また、申告書裏面 「摘要」欄に受給者の氏名、

障害手帳の種類（身体障害者手帳等名称は正確に記入）

と交付年月日、障害の等級などをご記入ください。

障害を示す書類の提出は不要です。

詳しくは日本年金機構ホームページをご覧ください。

受給者が、寡婦・ひとり親に該当する場合は、

いずれかに○をしてください。

寡婦・ひとり親を示す書類の提出は不要です。

詳しくは日本年金機構ホームページをご覧ください。

寡婦等

本人所得

令和7年分から扶養状況に変更が
ありましたか？

3

受給者本人と生計を一にする配偶者（法律婚に限る）

の氏名、続柄、生年月日をご記入ください。

※前年に配偶者の年間所得見積額を58万円以下で申告した

場合、年金を受給していない方も含め、一律上段に〇が印刷

されています。

前年より配偶者の収入が増加した場合は、〇を抹消し、

改めて所得見積額を中段にご記入ください。

配偶者が退職手当を受ける見込みである場合、下段の

「退職所得あり」に〇をしてください。そして退職所得額

を計算のうえ、退職所得を除く年間所得見積額をご記入

ください。詳しくは日本年金機構ホームページをご覧

ください。

配偶者の収入が年金のみで、記載している年金額以下

の場合は、上段に○をしてください。

それ以外の場合は、（退職所得を含む）年間所得見積額

（収入金額から控除額を引いた金額。詳しくは日本年金

機構ホームページをご覧ください。）を中段に必ずご記入

ください（金額がマイナスの場合はゼロと記入）。

年間所得見積額が95万円を超える場合は、控除を受け

ることができません。

14

前年の申告内容(氏名、生年月日、障害の有無等)を

印刷しています。変更がないかご確認ください。

提出年月日をご記入ください。

●前年から「変更なし」の場合

に○をし、Ⓐ欄にご本人の氏名、電話番号を

記入のうえ、ご提出ください。それ以外の記入は

不要です。

●前年から「変更あり」の場合

に○をし、 Ⓐ欄にご本人の氏名、電話番号を

記入のうえ、申告書をご記入ください。

内容を変更する場合は、1ページの「ⒶⒷⒸ欄を

訂正・追記・抹消」をご覧ください。

ア

0

受　給　者Ａ

１ 本人障害

2

3

本人の年間所得の見積額が900万円を超える場合は、

○をしてください。

※900万円を超える場合、配偶者控除を受けることができ

ません。

年間所得の計算方法等の概要、用語の説明は

「大切なお知らせ」にも記載しています。

記入項目の詳細は、日本年金機構ホーム

ページをご覧ください。

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/denshi_fuyo.html

控除対象となる配偶者Ｂ

源泉控除対象配偶者4

配偶者の区分5

障害者に該当しても、所得見積額が58万円を超える場合

は、障害者控除の対象となりません。

配偶者障害

記入方法は をご覧ください。１

6

受給者または他の親族と同居か別居のいずれかに○を

してください。

「別居」の場合は、申告書裏面 「摘要」欄に別居している

方の氏名と住所をご記入ください。

同居等の区分7

配偶者が国外にお住まい（非居住者）である場合は、

「1.非居住者」に〇をし、添付書類を同封して提出してくだ

さい。詳しくは「大切なお知らせ」および日本年金機構

ホームページをご覧ください。

14

配偶者老人区分8

配偶者の所得見積額が58万円以下で、70歳以上の場合、

「2．老人」に○をしてください。

※老人控除対象配偶者（70歳以上・昭和32年１月１日以前に

生まれた方）を「2.老人」と省略して記載しています。

次ページへ続く

イ

【記入項目の説明】
【別添４-１】（継続用）
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特定・老人の種別
続 柄

氏 名

フリガナ

個人番号

（マイナンバー）

機構
使用欄

国外居住の有無

国内居住の場合は記入不要

12

障 害
 該当なしの
 場合は
 記入不要

11

源泉控除対象親族（16歳以上）
または扶養親族（16歳未満）※

９

1．特定　  　2．老人

3.留学

5.年38万円
　以上送金

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.同居 2.別居

国外居住

10

1.明 3.大 5.昭

7.平 9.令

同居等の区分生年月日

年 月 日

年間所得の見積額

13

58万円以下

58万円超～85万円以下

85万円超

ネンキン ハナヨ

年金　華代

2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

37 1 9 退職所得を除いた金額が
58万円以下退職所得

がある方 退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

19歳～22歳は85万円、それ以外は58万円
を超える場合、控除額計算の対象外です。

　　扶養親族等 （ 続 き ）　Ｃ

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

摘要

14

　　摘　要　欄Ｄ

年金　一郎　身体障害者手帳（1級　令和7年6月2日交付）

年金　一郎　住所　東京都　○○市△△町ＸＸ丁○番地

年金　一郎　変更後マイナンバー　333333333333

4

裏 面 ３人目以降の扶養親族等欄

１． 障害者
障害者に該当する方の氏名、身体障害者手帳等の名称、等級、交付日

※①・⑥・⑪の障害の区分に訂正、あるいは新たに○をした方が対象

２． 別居している

扶養親族等がいる

別居している方の氏名と住所

※⑦または⑫で新たに「別居」に○をした方、または住所変更のあった方が対象

３． 配偶者・扶養親族等
のマイナンバー変更

該当する方の氏名と変更後のマイナンバー

４． 他の方の扶養控除等申

告書または扶養親族等

申告書に記載される方

がいる

受給者ご本人と生計を同じくする方の中で、ご本人以外の方が提出する給与の扶養控除等

申告書または公的年金の扶養親族等申告書に記載される方がいる場合は以下をご記入くだ

さい。

●ご本人以外の方が提出する扶養控除等申告書または扶養親族等申告書に記載される方の

氏名、受給者ご本人から見た続柄、生年月日、住所

●上記の方を扶養控除等申告書または扶養親族等申告書を提出する方の氏名、受給者ご本

人から見た続柄、住所

３人目以降の配偶者以

外の親族は裏面の内容

をご確認のうえ、訂正、

追加でご記入ください。

個人番号（マイナンバー）欄の説明は2ページをご覧ください

身体障害者手帳の等級等

をご記入ください。

源泉控除対象親族または扶養親族

特定・老人の種別 年間所得の見積額

障害

受給者または他の親族と同居か別居のいずれかに○をして

ください。「別居」の場合は、申告書裏面 「摘要」欄に別居して

いる方の氏名と住所をご記入ください。

同居等の区分9

10

11

12

13

をご覧ください。

14

該当者が国外にお住まい（非居住者）である場合は、「国外居住」

と該当する区分に〇をし、添付書類を同封して提出してくだ

さい。詳しくは「大切なお知らせ」および日本年金機構

ホームページをご覧ください。

源泉控除対象親族（※1）および扶養親族（※2）の氏名、

続柄、生年月日をご記入ください。

※受給者本人と生計を一にする配偶者以外の親族で、年間

所得の見積額 （収入金額から控除額を引いた金額）が

58万円以下（19歳～22歳の方は85万円以下）の方。

※1 16歳以上：平成23年1月1日以前に生まれた方

※2 16歳未満：平成23年1月2日以降に生まれた方

該当者の令和8年の年間所得見積額を計算し、該当する項目を

〇で囲んでください。58万円（19歳～22歳の方は85万円）を

超える場合は控除を受けることができません。

該当者が退職手当を受ける見込みである場合、退職所得を除く

年間所得見積額を計算し、「退職所得がある方」欄に該当する

区分を〇で囲んでください。該当しない場合は記入不要です。

退職所得について、詳しくは日本年金機構ホームページ等を

ご覧ください。

平成16年1月2日から平成20年1月1日までに生まれた

方は「1.特定」（所得税法上の「特定扶養親族」と「特定

親族」の記載を兼ねています）に〇をしてください。

昭和32年1月1日以前に生まれた方は、「2.老人」に〇

をしてください。

１ 6

　　扶養親族等Ｃ

下記に該当する場合は、「摘要」欄に以下の内容をご記入ください。14
　　摘　要　欄Ｄ

【別添４-１】（継続用）
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1

提出年月日を記入

氏名欄を記入（日中ご連絡のつくお電話番号をご記入ください）

※氏名(フリガナ)、生年月日をご確認ください（押印は不要です）。

※代筆の場合は、申告書裏面 「摘要」欄に代筆した旨

と代筆者氏名をご記入ください。

同封の返信用封筒（※１）に申告書を入れ、切手（※２）を貼って投函

（控除対象となる配偶者）

（扶養親族等） 欄を記入
2～4ページを参照。氏名その他の事項をご記入ください。

「配偶者の区分」欄については、配偶者の収入が年金のみで1・2の
どちらかに該当する方は○を、それ以外の方は配偶者の年間所得の

見積額をご記入ください。

「年間所得の見積額」欄については、扶養している親族の所得額が

該当する項目いずれかに○をしてください。

所得金額の計算方法は「大切なお知らせ」および日本年金機構ホーム

ページ等をご覧ください。

扶養親族等がいる場合扶養親族等がいない場合

◎「大切なお知らせ」で提出が必要となった方がご覧ください。

[令和8年分]【新規】

扶養親族等申告書 作成と提出の手引き

14

https://www.nenkin.go.jp
/service/doga/doga_uketo
ri/fuyo.html#cmsyusoshi
nki

提出方法の説明動画
をご用意しました。

電話番号

氏　名

フリガナ

受　給　者Ａ

提出年月日 令和　　年　　月　　日７ 10 6

ネンキン　タロウ

年金　太郎
03-XXXX‐XXXX

昭和　31年　11月　30日

【紙の申告書を提出する場合】（電子申請を利用しない場合）

スマートフォン等で電子申請により申告書を提出した場合は、紙の申告書は提出不要です。

お近くの年金事務所でも受け付けています（年金事務所に申告書をご持参いただいた場合、切手は不要です）。

※１ 返信用封筒の郵便番号は専用の番号を使用しています。送付先住所を記入する必要はありません。

扶養親族等申告書および添付書類以外の届書、お手紙等は同封しないでください。

※２ 法令上、受給者による提出が規定されているため、申告経費である切手代は受給者のご負担でお願いします。

普通郵便で送付する場合に必要な切手代は「110円」です。

電子申請を利用できる方は、スマートフォン等による提出が便利です。ぜひご利用ください。

（受給者）欄を記入
提出時点での状況をご記入ください（以下 欄も同じ）。

2ページ、3ページを参照。

「本人障害」「寡婦等」「本人所得」欄をご記入ください。

ＤＣＢ

「摘要」欄を記入 4ページをご覧ください。Ｄ

Ｂ

Ｃ

Ａ

【別添４-２】
（新規用）
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提　出　期　限

上記以外の場合

電話番号

　　　

氏　名

令和8年分　公的年金等の受給者の扶養親族等申告書

 

1.夫                    2.妻

控除対象となる配偶者

　　　　　配偶者の区分
源泉控除対象配偶者または

障害者に該当する同一生計配偶者

氏 名

生年月日

続 柄

1.明

５

令和X年XX月XX日

４

フリガナ

年 月 日

機構
使用欄

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

3.大 5.昭 7.平

受　給　者Ａ

｢手引き｣を参照し、右の欄に年間所得の
見積額をご記入ください（収入がない方
はゼロを記入）。

配偶者障害

該当なしの場合は記入不要

６

７

国外居住の有無
国内居住の場合は記入不要

1.非居住者

配偶者の所得見積額が58万円
以下かつ70歳以上の場合に該当

2.老人
退職所得あり

万円

退職所得がある方は、右の欄に〇をした

うえで、上記金額から退職所得を除いた

金額をご記入ください（退職所得がない

方は記入不要です）。

1.同居 2.別居

1.普通
　 障害

2.特別　
 障害

８

配偶者の収入が年金のみで、
下記1、2のどちらかに該当の方は  
右の欄に○をしてください。
１．65歳以上の場合、年金額が
　　168万円以下の方　
２．65歳未満の場合、年金額が

　　118万円以下の方

Ｂ

万円

※扶養親族（16歳未満）の記載は、地方税法第45条の3の3および第317条の3の3の規定による「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」の記載を兼ねています。

※令和8年分扶養親族等申告書をスマートフォン等　
　 で電子申請により提出した場合は、本用紙の提出　
　 は不要です。

同居等の区分

配偶者老人区分

 

 本人障害 　　 

 本人所得 年間所得の見積額が900万円を超える
場合は右の欄に○をしてください。

３

1.寡婦
 （子がいない女性の方）

2.ひとり親
（子がいる方）

１

5.ひとり親4.寡婦

寡婦等
本人の年間所得見積額
500万円以下

退職所得があり
退職所得を除いた
所得で要件に該当

1.普通障害 2.特別障害

２

地方税（個人住民税）控除のみ

99999  99999  9999  
99999  99999  99999

特定・老人の種別

1．特定　  　2．老人

障 害
 該当なしの
 場合は
 記入不要

続 柄
源泉控除対象親族（16歳以上）
または扶養親族（16歳未満）※

氏 名

氏 名

フリガナ

 個人番号

（マイナンバー）

個人番号

（マイナンバー）

　　扶養親族等　（３人目以降は裏面にご記入ください）Ｃ

年 月 日

機構
使用欄

フリガナ

機構
使用欄

国外居住の有無

国内居住の場合は記入不要
10

11 12 13

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

９

58万円以下1.同居 2.別居

国外居住

生年月日 年間所得の見積額

1.明 3.大 5.昭

7.平 9.令

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

同居等の区分

58万円超～85万円以下

85万円超

年 月 日

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

58万円以下1.同居 2.別居

国外居住

1.明 3.大 5.昭

7.平 9.令

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

58万円超～85万円以下

85万円超

1．特定　  　2．老人

下記    ～    は該当なしの場合は記入不要です。１ ３

提出年月日 令和　　年　　月　　日７ 10 6

ネンキン　タロウ

年金　太郎
03-XXXX‐XXXX

昭和　31年　11月　30日

ネンキン　　ハナコ

年金　　　花子

機構
使用欄

32 5 5

1 1 1 1  1 1 1 1 1 1  1 1

年金　　一郎

ネンキン　イチロウ

ネンキン　ジロウ

年金　　次郎

5 6 11

19 4 9

2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 22

3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 33

退職所得を除いた金額が
58万円以下退職所得

がある方 退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
58万円以下退職所得

がある方 退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

19歳～22歳は85万円、それ以外は58万円
を超える場合、控除額計算の対象外です。

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

2

表 面

申告書の裏面へ

受給者欄に氏名をご記入

ください（押印は不要）。

電話番号をご記入ください。

『令和8年分 公的年金等の受給者の扶養親族等申告書』の記入例

欄から 欄の事項を

ご記入ください。

3ページ、4ページを参照

ください。

個人番号（マイナンバー）欄の説明

⇒ 配偶者、扶養親族等のマイナンバーをご記入ください。

※マイナンバーが確認できる書類の添付は必要ありません。

※記入がない場合でも、記入のないことだけを理由に申告書を不受理とすることはありません。

※記入すると、翌年以降は記入が不要になります。

海外にお住まい等の理由で、マイナンバーをお持ちでない方は、申告書裏面 「摘要」欄に、

該当者の氏名および、マイナンバーをお持ちでない旨とその理由をご記入ください。

14

提出年月日をご記入
ください。

所得税法の改正に伴い、

控除対象となる所得要件が

変更となっています。

詳しくは「大切なお知らせ」を

ご覧ください。

ＤA

【別添４-２】（新規用）
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障害者に該当しても、所得見積額が58万円を超える場合

は、障害者控除の対象となりません。

障害者に該当する場合は、普通障害・特別障害の

いずれかに○をしてください。

また、申告書裏面 「摘要」欄に受給者の氏名、

障害手帳の種類（身体障害者手帳等名称は正確に記入）

と交付年月日、障害の等級などをご記入ください。

障害を示す書類の提出は不要です。

詳しくは日本年金機構ホームページをご覧ください。

本人障害

受給者が、寡婦・ひとり親に該当する場合は、

いずれかに○をしてください。

寡婦・ひとり親を示す書類の提出は不要です。

詳しくは日本年金機構ホームページをご覧ください。

寡婦等

配偶者老人区分

受給者または他の親族と同居か別居のいずれかに○を

してください。

「別居」の場合は、申告書裏面 「摘要」欄に別居している

方の氏名と住所をご記入ください。

配偶者障害

本人所得

本人の年間所得の見積額が900万円を超える場合は、

○をしてください。

※900万円を超える場合、配偶者控除を受けることができ

ません。

3

同居等の区分

記入方法は をご覧ください。１

【記入項目の説明】

源泉控除対象配偶者

受給者本人と生計を一にする配偶者（法律婚に限る）

の氏名、続柄、生年月日をご記入ください。

配偶者の区分

控除対象となる配偶者

配偶者が退職手当を受ける見込みである場合、下段の

「退職所得あり」に〇をしてください。そして退職所得額

を計算のうえ、退職所得を除く年間所得見積額をご記入

ください。詳しくは日本年金機構ホームページをご覧

ください。

受　給　者

１

2

3

4

5

6

7

8

配偶者の収入が年金のみで、記載している年金額以下の

場合は、上段に○をしてください。

それ以外の場合は、（退職所得を含む）年間所得見積額

（収入金額から控除額を引いた金額。詳しくは日本年金

機構ホームページをご覧ください。）を中段に必ずご記入

ください（金額がマイナスの場合はゼロと記入）。

年間所得見積額が95万円を超える場合は、控除を受け

ることができません。

14

次ページへ続く

14

配偶者が国外にお住まい（非居住者）である場合は、

「1.非居住者」に〇をし、添付書類を同封して提出してくだ

さい。詳しくは「大切なお知らせ」および日本年金機構

ホームページをご覧ください。

配偶者の所得見積額が58万円以下で、70歳以上の場合、

「2．老人」に○をしてください。

※老人控除対象配偶者（70歳以上・昭和32年１月１日以前に

生まれた方）を「2.老人」と省略して記載しています。

年間所得の計算方法等の概要、用語の説明は

「大切なお知らせ」にも記載しています。

記入項目の詳細は、日本年金機構ホーム

ページをご覧ください。

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/denshi_fuyo.html

ＢＡ

【別添４-２】（新規用）
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特定・老人の種別
続 柄

氏 名

フリガナ

個人番号

（マイナンバー）

機構
使用欄

国外居住の有無

国内居住の場合は記入不要

12

障 害
 該当なしの
 場合は
 記入不要

11

源泉控除対象親族（16歳以上）
または扶養親族（16歳未満）※

９

1．特定　  　2．老人

3.留学

5.年38万円
　以上送金

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.同居 2.別居

国外居住

10

1.明 3.大 5.昭

7.平 9.令

同居等の区分生年月日

年 月 日

年間所得の見積額

13

58万円以下

58万円超～85万円以下

85万円超

ネンキン ハナヨ

年金　華代

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

37 1 9 退職所得を除いた金額が
58万円以下退職所得

がある方 退職所得を除いた金額が
58万円超～85万円以下

19歳～22歳は85万円、それ以外は58万円
を超える場合、控除額計算の対象外です。

　　扶養親族等 （ 続 き ）　Ｃ

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

摘要

14

　　摘　要　欄Ｄ

年金　一郎　身体障害者手帳（1級　令和7年6月2日交付）

年金　一郎　住所　東京都　○○市△△町ＸＸ丁○番地

4

裏 面 ３人目以降の扶養親族等欄

下記に該当する場合は、「摘要」欄に以下の内容をご記入ください。

源泉控除対象親族または扶養親族

特定・老人の種別 年間所得の見積額

障害

受給者または他の親族と同居か別居のいずれかに○をして

ください。「別居」の場合は、申告書裏面 「摘要」欄に別居して

いる方の氏名と住所をご記入ください。

同居等の区分

個人番号（マイナンバー）欄の説明は２ページをご覧ください

身体障害者手帳の等級等

をご記入ください。

３人目以降の配偶者以外

の親族は裏面にご記入

ください。

9

10

11

12

13

14

１． 障害者 障害者に該当する方の氏名、身体障害者手帳等の名称、等級、交付日

２． 別居している

扶養親族等がいる
別居している方の氏名と住所

３． 他の方の扶養控除等申

告書または扶養親族等

申告書に記載される方

がいる

受給者ご本人と生計を同じくする方の中で、ご本人以外の方が提出する給与の扶養控除等

申告書または公的年金の扶養親族等申告書に記載される方がいる場合は以下をご記入くだ

さい。

●ご本人以外の方が提出する扶養控除等申告書または扶養親族等申告書に記載される方の

氏名、受給者ご本人から見た続柄、生年月日、住所

●上記の方を扶養控除等申告書または扶養親族等申告書を提出する方の氏名、受給者ご本

人から見た続柄、住所

をご覧ください。

14

該当者が国外にお住まい（非居住者）である場合は、「国外居住」

と該当する区分に〇をし、添付書類を同封して提出してくだ

さい。詳しくは「大切なお知らせ」および日本年金機構

ホームページをご覧ください。

源泉控除対象親族（※1）および扶養親族（※2）の氏名、

続柄、生年月日をご記入ください。

※受給者本人と生計を一にする配偶者以外の親族で、年間

所得の見積額 （収入金額から控除額を引いた金額）が

58万円以下（19歳～22歳の方は85万円以下）の方。

※1 16歳以上：平成23年1月1日以前に生まれた方

※2 16歳未満：平成23年1月2日以降に生まれた方

該当者の令和8年の年間所得見積額を計算し、該当する項目を

〇で囲んでください。58万円（19歳～22歳の方は85万円）を

超える場合は控除を受けることができません。

該当者が退職手当を受ける見込みである場合、退職所得を除く

年間所得見積額を計算し、「退職所得がある方」欄に該当する

区分を〇で囲んでください。該当しない場合は記入不要です。

退職所得について、詳しくは日本年金機構ホームページ等を

ご覧ください。

平成16年1月2日から平成20年1月1日までに生まれた

方は「1.特定」（所得税法上の「特定扶養親族」と「特定

親族」の記載を兼ねています）に〇をしてください。

昭和32年1月1日以前に生まれた方は、「2.老人」に〇

をしてください。

１ 6

　　扶養親族等Ｃ

　　摘　要　欄Ｄ

【別添４-２】（新規用）

30




